
昭和六十年国家公安委員会規則第二号

少年指導委員規則

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和二十三年法律第百二十二号）第三十八条第二項及び第六項の規定に基づき、少

年指導委員規則を次のように定める。

（心構え）

第一条　少年指導委員は、少年の人格を尊重し、かつ、少年の健全な育成を期する精神をもつて、その職務を遂行しなければならない。

２　少年指導委員は、常に、人格識見の向上と職務の遂行に必要な知識及び技術の修得に努めなければならない。

（委嘱）

第二条　都道府県公安委員会（以下「公安委員会」という。）は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（以下「法」という

。）第三十八条第一項の規定により少年指導委員を委嘱する場合には、あらかじめ活動区域を定め、その活動区域ごとに行うものとする。

２　公安委員会は、少年指導委員を委嘱したときは、当該少年指導委員の氏名及び連絡先を関係住民に周知させるよう、適当な措置を採ら

なければならない。

（任期）

第三条　少年指導委員の任期は、二年とし、再任することを妨げない。少年指導委員が欠けた場合における補欠の少年指導委員の任期は、

前任者の残任期間とする。

（法第三十八条第二項第五号の国家公安委員会規則で定める活動）

第四条　法第三十八条第二項第五号の国家公安委員会規則で定める活動は、次に掲げるものとする。

一　少年の健全な育成に係る事項に関し、少年又は少年の保護者（親権を行う者、後見人その他の者で、少年を現に監護するものをい

う。）からの相談に応じ、これらの者に対し、助言及び指導その他の援助を行う活動

二　少年の健全な育成に障害を及ぼす行為を防止し、又は少年の健全な育成に資する事項について広報及び啓発をする活動

（活動上の注意）

第五条　少年指導委員は、その活動を行うに当たつては、関係者の正当な権利及び自由を害することのないように留意しなければならな

い。

（風俗環境浄化協会の協力）

第六条　少年指導委員は、その活動を行うに当たつては、都道府県風俗環境浄化協会の協力を求めることができる。

（研修）

第七条　法第三十八条第五項の研修（以下「少年指導委員研修」という。）の種別は、定期研修及び委嘱時研修とする。

２　定期研修はすべての少年指導委員を対象におおむね一年ごとに一回、委嘱時研修は新たに委嘱された少年指導委員を対象に委嘱後速や

かに、それぞれ行うものとする。

３　少年指導委員研修は、次の表の上欄に掲げる少年指導委員研修の種別の区分に従い、それぞれ同表の中欄に定める研修事項について、

同表の下欄に定める研修時間行うものとする。

少年指導委

員研修の種

別

研修事項 研修時間

定期研修 一　少年非行及び風俗環境の状況に関すること。

二　法第三十八条第二項各号に掲げる職務を遂行するために必要な知識及び技能に関すること。

三　法第三十八条の二第一項の規定による立入りを適正に実施するために必要な知識及び技能に関すること。

四時間以上五

時間以下

委嘱時研修 一　定期研修の項中研修事項の欄に定める研修事項（次号に定めるものを除く。）

二　法第三十八条第二項各号に掲げる職務を遂行し、又は法第三十八条の二第一項の規定による立入りを実施す

るために必要な法令の知識に関すること。

五時間以上七

時間以下

（解嘱）

第八条　公安委員会は、法第三十八条第六項の規定により少年指導委員を解嘱しようとするときは、当該少年指導委員に対し、あらかじ

め、その理由を通知して、弁明の機会を与えなければならない。ただし、当該少年指導委員の所在が不明であるため通知をすることがで

きないときは、この限りでない。

（立入り）

第九条　法第三十八条の二第二項の規定による指示は、次に掲げる事項を示して行うものとする。

一　立入りを実施すべき場所に係る次に掲げる事項

イ　法第三十七条第二項各号に掲げる場所のいずれであるかの別

ロ　立入りを実施すべき地域

二　立入りを実施すべき期日又は期間

三　立入りを実施するに当たつての留意事項

２　法第三十八条の二第三項の規定による報告は、次に掲げる事項について行うものとする。

一　立入りを実施した場所に係る次の事項

イ　法第三十七条第二項各号に掲げる場所のいずれであるかの別

ロ　立入りを実施した営業所の名称及び所在地（法第二条第七項第一号の営業にあつては、当該営業につき広告又は宣伝をする場合に

当該営業を示すものとして使用する呼称（当該呼称が二以上ある場合にあつては、それら全部の呼称）及び事務所、受付所又は待機

所の所在地）

二　立入りを実施した日時

三　立入りを実施した結果

四　その他参考となるべき事項

３　法第三十八条の二第四項に規定する証明書の様式は、別記様式のとおりとする。

附　則

この規則は、風俗営業等取締法の一部を改正する法律（昭和五十九年法律第七十六号）の施行の日（昭和六十年二月十三日）から施行

する。

附　則　（平成一〇年一〇月二〇日国家公安委員会規則第一四号）　抄

（施行期日）
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１　この規則は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部を改正する法律の施行の日（平成十一年四月一日）から施行す

る。

附　則　（平成一四年三月二六日国家公安委員会規則第三号）　抄

（施行期日）

１　この規則は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部を改正する法律（平成十三年法律第五十二号。以下「改正法」

という。）の施行の日（平成十四年四月一日）から施行する。

附　則　（平成一八年四月二四日国家公安委員会規則第一五号）

この規則は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部を改正する法律（平成十七年法律第百十九号）の施行の日（平

成十八年五月一日）から施行する。

附　則　（平成二七年一一月一三日国家公安委員会規則第二〇号）

（施行期日）

１　この規則は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部を改正する法律の施行の日（平成二十八年六月二十三日）から

施行する。

（経過措置）

２　この規則による改正前の風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行規則及び少年指導委員規則に規定する様式による書面

については、この規則による改正後の風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行規則及び少年指導委員規則に規定する様式

にかかわらず、当分の間、なおこれを使用することができる。
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別記様式（第９条関係）

別記様式（第９条関係）

（表）

8.5

第 号

写 真

活動区域

5.5 氏 名 4.5

（ 年 月 日生）

上記の者は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第38条の

２第１項の規定により立入りを行う少年指導委員であることを証明する。

年 月 日

公安委員会 印

7.5

（裏）

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（抜粋）

第38条の２ 公安委員会は、少年の健全な育成に障害を及ぼす行為を防止するため必要があると認め

るときは、この法律の施行に必要な限度において、少年指導委員に、第37条第２項各号に掲げる場

所に立ち入らせることができる。ただし、同項第１号、第２号又は第４号から第７号までに掲げる

営業所に設けられている個室その他これに類する施設で客が在室するものについては、この限りで

ない。

２・３ 略

４ 第１項の規定による立入りをする少年指導委員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提

示しなければならない。

５ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。

第53条 次の各号のいずれかに該当する者は、100万円以下の罰金に処する。

一～六 略

七 第37条第２項又は第38条の２第１項の規定による立入りを拒み、妨げ、又は忌避した者

備考 １ 表側の色彩は、縁を淡緑色、文字を黒色、地を白色とする。

２ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。

少年指導委員証
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